
４．令和６年度からの新たな取組
河川空間を生かした賑わい創出に向け、現場ニーズ

などに応えられるよう、令和６年度から以下のように
制度の見直しなどを行っている。

（１）安全な河川利用に向けた取組
河川での水難事故は毎年多発しており、河川の安全教

育の普及とそのための空間の整備が急務となっている。
特に、こどもにとって安全な水辺整備を促進するこ

とで「こどもまんなかまちづくり」に取り組むため、令
和6年度から新規登録する「かわまちづくり計画」にお
いては、安全な河川利用に向けた取組を位置付けるこ
ととした。

具体的には、以下のような取組を想定している。
・ 河川利用者の安全確保に向けて、以下のいずれかの

者が、運営組織のメンバーに参画し、安全面での指導
及び安全確保を行う体制を確保している。

例１： 水辺の体験活動に関する指導者（川に学ぶ体験
活動協議会（RAC）川の指導者認定者　等）

例２： 急流河川の救助者として認定を受けた者（RESC
UE3国際認定者　等）

例３： 水難救助に関する資格を有する者（日本赤十字
社水上安全法救助員資格　等）

・ 川の水深が深く植生が繁茂して見通しが悪いなど、
水辺の体験活動を想定していない箇所に隣接する通
路では、水際への立ち入り、転落等を防止するための
措置を講じる　等

（２）生物の生息・生育・繁殖の場の保全・創出に関する取組
これまで、賑わいあるまちづくりに資する河川管理

施設を整備する「水辺整備」と、自然環境の保全・復元
に資する区域を整備する「自然再生」は、それぞれ実施
されてきた。

令和６年度から新規登録する「かわまちづくり計画」
においては、地域が水辺整備を実施する場合に、自然再
生にも一体的に取り組むことができることとした。

一例を挙げれば、稀少な動植物の生息の場となって
いる湧水ワンドの減少が課題となっているような地域
の親水護岸の整備に当たっては、湧水ワンドの保全・
創出を図るとともに、身近に河川の自然観察を行える
空間として利用促進を図るような取組が可能となる。

（３）河川空間におけるサイクリング環境整備の基本的
考え方（案）の公表

河川空間をサイクリングコースとして活用すること
で観光振興や地域活性化につなげている事例が全国で
増えており、今後、益々の発展が見込まれている。一
方、河川空間を活用したサイクリングの取組を推進す
る際に、参考となる考え方や情報などが整理されてい
なかったことから、安全確保やまちづくりとの連携な
どに必要な機能等の情報が不足している。

そこで、国土交通省では「かわまちインフラデザイン
研究会」（座長：屋井鉄雄東京工業大学特命教授、名誉
教授）において、河川空間のサイクリング利用の利便性
等を向上させる整備や運用について検討を進めてきた。
その成果として、「河川空間におけるサイクリング環境
整備の基本的考え方（案）」が、かわまちインフラデザイ
ン研究会から公表された（令和６年６月）。

今後は、河川管理者などが「河川空間におけるサイ
クリング環境整備の基本的考え方（案）」を参考として、
ターゲットの明確化や利便施設等の整備を行うことに
より、まちづくりと連携したサイクリング環境の充実
が図られることが期待される。

５．今後の展開
「かわまちづくり」などの河川空間を利活用する取組

は各地で拡がりを見せている。
「かわまちづくり」を行うに当たっては、何を整備す

るのかはもちろん重要だが、整備されたものをどのよ
うに利活用するかということがより重要である。企画
構想の段階から、社会実験などを通じて利活用のニー
ズを把握し、関係者が整備後の具体的な利活用や維持
管理を想定し、適切な数値目標を掲げた上で計画を策
定すること、整備完了後も関係者間のつながりを維持
し、関係者一体となって利活用を推進していくことが
大切であると考えている。

国土交通省では、引き続き、河川空間を生かした賑わ
い創出に向け、現場ニーズなどに応えられるよう、適宜
制度の見直しなど行っていくとともに、今後取り組む可
能性のある地方公共団体にとって申請しやすい施策と
なるよう申請書類や手続き等の見直しなど行っていく。

また、国土交通省では「かわよろず」という相談窓口
を設置し、かわまちづくり支援制度をはじめ、河川空間
の利活用等の幅広い相談を承っているため、お気軽に
ご相談ください。
「かわよろず」の詳細については、以下のウェブサイ

トをご参照ください。
https://www.mlit.go.jp/river/kankyo/main/kankyou/

machizukuri/kawayorozu.html

図 10　水辺の体験活動に関する指導者講習の例

図 11　自然観察を行うことが可能な河川空間の例

１.はじめに
水難事故による年間の死者・行方不明者が3,160人1）。

これは昭和50年（1975年）の警察白書で公表されてい
る数値である。規模感の把握のために現在の交通事故
の死者数と比べてみても、令和5年（2023年）交通事故
死者数（24時間以内）2,678人を上回る数値である2）。

その後、土地利用や人々のライフスタイルの変化や
レジャーの多様化、水際での転落防止柵等の設置、「良
い子は川で遊ばない」といった心理的に川を遠ざける
指導など、様々な複合的な要因により平成14年（2002
年）までの約30年間で水難事故による死者・行方不明
者数は大きく減少傾向にあった（図１）。

ちょうど同じ時期の昭和46年（1971年）当時、一
級河川の全調査地点の約1/4において、BOD平均値
が5.0mg/ℓを超えるなど、例えば大和川においては
BOD75％値が30mg/ℓを超えるなど全国的に河川の水
質改善は急務であった。その後水質改善の取組により、
水質汚濁が著しかった大和川でも令和4年の代表地点
のBOD75%値が1.6mg/ℓとなり、サケやアユが生息で
きる程度の水質になっている3）。

こうした水質改善や親水空間の整備・安全対策が進
むなか、人々と川との関係性は確実に変化してきた。か
つて「汚い、臭い、遊べない」と評され、都市部では川に
背を向けるようにしてビルが立ち並んでいたが、今で
は川が眺望できる施設の方がむしろ付加的な価値が高
い傾向にあると言える。

同時に、平成9年（1997年）の河川法改正を契機に国
の施策として川に親しむ活動が推進されてきているこ
ととあわせ、近年のアウトドア志向の高まりやキャン
プブーム等、水辺というフィールドでの活動がますま
す盛んになってきている。

２.こどもの水難死亡事故とライフジャケット
しかしながら、平成15年（2003年）から現在までの

約20年間、河川・湖沼地での死者・行方不明者数は毎
年300人前後とほぼ横ばいであり、昭和50年以降の約
30年間と比べるとその減少幅が小さくなっている。夏
を中心として、毎年同じような事故が繰り返し起こっ
ており、抜本的な解決には至っていないという課題が
ある。

交通事故での死亡者数は法整備や技術の進化ととも
に年々減少しているが、道路に比べより人の手でコン
トロールすることが難しいフィールドである河川空間
では技術でカバーできる範囲には限りがある。

こうした中、水難事故防止に最も効率的かつ効果的
な手段としてライフジャケットがある。水難死亡事故
の原因のほとんどが、頭部が水中に没し続け呼吸がで
きないことによる「溺水」である。最終的に溺水に至る
プロセスにおいて、可能な限り頭部が水没し続ける要
因を事前回避するという備えが事故防止の基本となる。
溺水を回避するキーとなるのは「浮力」であるが、人間
のもつ浮力だけでは頭部を水面上に出し続けるには限
界があり、不足する浮力を補助する必要がある。適切
なサイズと形状のライフジャケットを着用することに
よって、必要な浮力を確保することが可能となり、水難
死亡事故の多くは防ぐことができる。

この20年の間、水難事故による死者・行方不明者の
総数は大きな変化がないことは述べたが、中学生以下
の「こども」の河川・湖沼池での死者・行方不明者は平
成11年が72名なのに対し、令和5年は18名と確実に
減少傾向を見せている。その理由の一つとしてこども
のライフジャケット着用が一般化されつつあることが
挙げられる。

水難事故の現状を踏まえた
安全な河川利用に向けた取組に望まれること

公益財団法人 河川財団 河川・水教育センター　菅原　一成

図 1　場所別死者・行方不明者数（1968 年 -2023 年）
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かつてはカヌー専門店等の限られたショップでしか
売られていなかったライフジャケットであるが、夏場
になると身近なホームセンターでも浮き輪や水鉄砲等
と同じ売り場のコーナーでごく当たり前のように販売
されるようになってきた。

また、川遊びにおいて、こどもがライフジャケットを
着用している様子を見る機会も珍しくなくなってきた。

各種既往調査でも「溺れない、溺れそうになっても
助かるためのそなえや行動」について約6割が「ライフ
ジャケットの着用」と回答するなど、ライフジャケット
の着用が水難事故防止に効果があることの認識が社会
全体に広まりつつある4）。

３.河川等での水難事故の特徴
水難事故に関する情報を収集・分析して共有するこ

とは、同じような事故を防ぐことにつながり、安全な河
川利用の取組を検討する上で重要である。

そこで当財団では、報道された水難事故事例（河川
等）を対象として、発生状況や事故パターンごとに整理
するとともに、原因把握や解析によって得られた知見
に基づいて、水難事故を防止するための検討に有効な
基礎情報・基礎資料として取りまとめを行っている5）。

本調査で収集した事例は新聞社や放送局等の報道機
関各社によって報道された水難事故に限られているた
め、軽微な事故などについては報道されにくい等の要
因から、発生したすべての水難事故を網羅したもので
はない。しかしながら、情報が限られた中でも、以下に
述べる例のように水難事故の全体傾向を把握すること
で、その具体的な対応策を立案する際に参考になるも
のと考えている。

（1）水難事故件数の約半数は7-8月に集中
水難事故は、7-8月の2か月程度の限られた期間に、

年間事故件数の約50-60%が集中して発生している（図
2）。夏期に事故が多発するのは、夏休みやレジャー等で
河川利用の機会が増えるからである。また、5月は春の
大型連休等でカヌー等の川下りの事故、6月と9月はア

ユ釣り時の事故や悪天候による増水等の事故が見受け
られる。

（2） 河川等での水難事故発生上位は都市部からのアク
セスが良好な河川

河川別の発生状況は図3で示すとおり、最も事故件
数の多い琵琶湖に続き、長良川、多摩川、相模川、木曽
川、荒川などが上位を占めている。

水難事故発生件数の多い河川の多くは、大都市圏あ
るいは地方の中核都市からのアクセスも良く、川遊び
や釣りなどのレクリエーションやレジャーの場として
よく利用されている河川である。地形や天候、利用状況
等にもよるが、一般的には利用者数が多ければ多いほ
ど、事故発生数も増えるため、利用者が多い場所での水
難事故防止の啓発活動は有効と考えられる。

（3）河川構造物の付近はリスクが高い
河川構造物に関連する事故も多く発生し、水難事故

全体の約16%（3,673件中580件）を占めている（図4）。
特に「取水堰・頭首工等」の付近の事故が165件と最も
多く、河川構造物等付近の事故の約3割を占めている。
次に転落事故の多い「橋梁」が続き、「落差工・砂防堰
堤」、「橋脚」付近の事故が上位となっている。こういっ

図 3　水難事故が多発している主な河川
（2003-2023 年）【n=2,420（件数）】

図 2　月別の事故発生状況
（2003-2023 年）【n=3,673（件数）】

図 4　河川工作物付近の事故発生状況
（2003-2023 年）【n=580（件数）】

た河川構造物等の付近は急な深みや複雑な流れなどが
潜みリスクが高いことから、近寄らないことや飛び込
みや転落等をしないことが重要である。

（4）グループで行動中の事故件数は約6割
同行者ありの事故、例えばグループで川遊びをして

いて発生した事故は、全体の約6割を占めている（図5）。
グループでも多くの事故が起こりうるため、複数人で
行動すれば安全だと思い込んだり、油断したりするこ
とには注意が必要である。

（5）グループに大人がいても事故数は多い
平成15年から令和5年（2003-2023年）の間の「同行

者あり（グループで行動）」中の事故を、同行者の構成別
にみた場合、最も多いのは「大人のグループ」で、全体
の1/3（約38%）を占めている（図6）。

家族連れなど大人に引率されたグループでも事故が
多く発生していることから、グループに大人がいても
安心ではなく、大人・こども共に安全管理を行うこと
が重要である。

（6）川の中だけでなく水際等の陸域にもリスクがある
利用行動別の被災者数を概観すると、水面を利用し

たり、川の中に立ち入ったりする行動ほど水難事故に
あうリスクは高くなる。これらの行動は水難者数全体
の約6割を占める（図7）。

一方、「水際」などの陸域を利用している時や通行中
の事故も水難者全体の約3割を占めている。これらは、
河岸や堤防天端、橋などから不用意に転落したり、不安
定な河岸で滑落したりして事故に至る場合がある。
「水際」は、このような水中への転落、引き込まれな

どの危険があるとともに、増水などで陸地と水面との
境目が変化しやすいエリアである。そのため、図8で示
すイメージのように「陸地と水面との境目」より、3 ～
5m程度陸地側に立ち入る可能性があるときは、ライフ
ジャケットを着用することで落水等による危険度を大
きく下げることができる（川の状態、柵の有無、水際ま
でのアプローチのしやすさ、転倒しやすい足場などに
もよる）。

４.安全な河川利用に向けた取組に望まれること
こうした水難事故全体の傾向をもとに、水辺に近づく

機会の創出とあわせて、安全対策もまた、より戦略的に
実践していく必要があると考える。もちろん自由使用が
原則である河川においては利用者自身の安全対策が基
本であるが、水辺を訪れる人々がリスクをより具体的に
認識し、それを効果的な手法で回避しやすくする仕組み
や工夫もまた重要である。

図 5　同行者の有無別の事故件数
（2003-2023 年）【n=3,673（件数）】

図 7　行動区分別の水難者数
（2003-2023 年）【n=5,608（人）】

図 8　水際に近づくにつれリスクが高まる

図 6　同行者の構成別の事故件数
（2003-2023 年）【n=2,267 ※不明：55（件数）】
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かつてはカヌー専門店等の限られたショップでしか
売られていなかったライフジャケットであるが、夏場
になると身近なホームセンターでも浮き輪や水鉄砲等
と同じ売り場のコーナーでごく当たり前のように販売
されるようになってきた。

また、川遊びにおいて、こどもがライフジャケットを
着用している様子を見る機会も珍しくなくなってきた。

各種既往調査でも「溺れない、溺れそうになっても
助かるためのそなえや行動」について約6割が「ライフ
ジャケットの着用」と回答するなど、ライフジャケット
の着用が水難事故防止に効果があることの認識が社会
全体に広まりつつある4）。

３.河川等での水難事故の特徴
水難事故に関する情報を収集・分析して共有するこ

とは、同じような事故を防ぐことにつながり、安全な河
川利用の取組を検討する上で重要である。

そこで当財団では、報道された水難事故事例（河川
等）を対象として、発生状況や事故パターンごとに整理
するとともに、原因把握や解析によって得られた知見
に基づいて、水難事故を防止するための検討に有効な
基礎情報・基礎資料として取りまとめを行っている5）。

本調査で収集した事例は新聞社や放送局等の報道機
関各社によって報道された水難事故に限られているた
め、軽微な事故などについては報道されにくい等の要
因から、発生したすべての水難事故を網羅したもので
はない。しかしながら、情報が限られた中でも、以下に
述べる例のように水難事故の全体傾向を把握すること
で、その具体的な対応策を立案する際に参考になるも
のと考えている。

（1）水難事故件数の約半数は7-8月に集中
水難事故は、7-8月の2か月程度の限られた期間に、

年間事故件数の約50-60%が集中して発生している（図
2）。夏期に事故が多発するのは、夏休みやレジャー等で
河川利用の機会が増えるからである。また、5月は春の
大型連休等でカヌー等の川下りの事故、6月と9月はア

ユ釣り時の事故や悪天候による増水等の事故が見受け
られる。

（2） 河川等での水難事故発生上位は都市部からのアク
セスが良好な河川

河川別の発生状況は図3で示すとおり、最も事故件
数の多い琵琶湖に続き、長良川、多摩川、相模川、木曽
川、荒川などが上位を占めている。

水難事故発生件数の多い河川の多くは、大都市圏あ
るいは地方の中核都市からのアクセスも良く、川遊び
や釣りなどのレクリエーションやレジャーの場として
よく利用されている河川である。地形や天候、利用状況
等にもよるが、一般的には利用者数が多ければ多いほ
ど、事故発生数も増えるため、利用者が多い場所での水
難事故防止の啓発活動は有効と考えられる。

（3）河川構造物の付近はリスクが高い
河川構造物に関連する事故も多く発生し、水難事故

全体の約16%（3,673件中580件）を占めている（図4）。
特に「取水堰・頭首工等」の付近の事故が165件と最も
多く、河川構造物等付近の事故の約3割を占めている。
次に転落事故の多い「橋梁」が続き、「落差工・砂防堰
堤」、「橋脚」付近の事故が上位となっている。こういっ

図 3　水難事故が多発している主な河川
（2003-2023 年）【n=2,420（件数）】

図 2　月別の事故発生状況
（2003-2023 年）【n=3,673（件数）】

図 4　河川工作物付近の事故発生状況
（2003-2023 年）【n=580（件数）】

た河川構造物等の付近は急な深みや複雑な流れなどが
潜みリスクが高いことから、近寄らないことや飛び込
みや転落等をしないことが重要である。

（4）グループで行動中の事故件数は約6割
同行者ありの事故、例えばグループで川遊びをして

いて発生した事故は、全体の約6割を占めている（図5）。
グループでも多くの事故が起こりうるため、複数人で
行動すれば安全だと思い込んだり、油断したりするこ
とには注意が必要である。

（5）グループに大人がいても事故数は多い
平成15年から令和5年（2003-2023年）の間の「同行

者あり（グループで行動）」中の事故を、同行者の構成別
にみた場合、最も多いのは「大人のグループ」で、全体
の1/3（約38%）を占めている（図6）。

家族連れなど大人に引率されたグループでも事故が
多く発生していることから、グループに大人がいても
安心ではなく、大人・こども共に安全管理を行うこと
が重要である。

（6）川の中だけでなく水際等の陸域にもリスクがある
利用行動別の被災者数を概観すると、水面を利用し

たり、川の中に立ち入ったりする行動ほど水難事故に
あうリスクは高くなる。これらの行動は水難者数全体
の約6割を占める（図7）。

一方、「水際」などの陸域を利用している時や通行中
の事故も水難者全体の約3割を占めている。これらは、
河岸や堤防天端、橋などから不用意に転落したり、不安
定な河岸で滑落したりして事故に至る場合がある。
「水際」は、このような水中への転落、引き込まれな

どの危険があるとともに、増水などで陸地と水面との
境目が変化しやすいエリアである。そのため、図8で示
すイメージのように「陸地と水面との境目」より、3 ～
5m程度陸地側に立ち入る可能性があるときは、ライフ
ジャケットを着用することで落水等による危険度を大
きく下げることができる（川の状態、柵の有無、水際ま
でのアプローチのしやすさ、転倒しやすい足場などに
もよる）。

４.安全な河川利用に向けた取組に望まれること
こうした水難事故全体の傾向をもとに、水辺に近づく

機会の創出とあわせて、安全対策もまた、より戦略的に
実践していく必要があると考える。もちろん自由使用が
原則である河川においては利用者自身の安全対策が基
本であるが、水辺を訪れる人々がリスクをより具体的に
認識し、それを効果的な手法で回避しやすくする仕組み
や工夫もまた重要である。

図 5　同行者の有無別の事故件数
（2003-2023 年）【n=3,673（件数）】

図 7　行動区分別の水難者数
（2003-2023 年）【n=5,608（人）】

図 8　水際に近づくにつれリスクが高まる

図 6　同行者の構成別の事故件数
（2003-2023 年）【n=2,267 ※不明：55（件数）】
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１．はじめに
国土交通省では、これまでかわまちづくり等を通

じて河川整備と周辺地域のにぎわい創出の促進を
行ってきた。

国土交通省国土技術政策総合研究所では、水辺空
間とまち空間（都市域）を融合させた整備方法につ
いて研究を行っている。具体的には、堤外地と堤内
地に連続性を持たせ、人が回遊し、水辺を楽しむ空
間整備の過程を数段階に分け、各段階で関係者の動
きや考え方等を、先行事例から整理している。空間
整備の関係者は、河川管理者と都市計画・まちづく
り担当者（市町村）、地元の関係者等（事業自体の受
注者、整備された施設の維持管理組織）とした。

研究の詳細は別の機会に譲り、今回は、同研究に
おいて関係者への聞き取り調査等を行った、まちづ
くりを含む水辺の整備、活用事例について、簡単な
紹介をする。

２．日本における水辺の使われ方と分類
本研究を始める際、人の生活における水辺の多様

な役割と利用方法を整理し、利用方法について大ま
かに４つに分類した（表１）。なお、役割は、その多
くが利用目的を伴うため、今回は分類を示していな
い。例えば、水辺の利用方法として堤外地に設けら
れた運動場や、花火大会の観覧席、河原で行うバー
ベキュー、堤防で散歩や体力作りに勤しむ人たち
を思い出す人も少なくないだろう。河川自体は、カ
ヌー、釣り、夏になれば川遊びの場所となる。街中
の水路に目を向ければ、生活用水としての利用、例
えば西瓜を冷やしたり、洗い物をしたりといった風
景も思い出せる。かつての城下町ではお濠が張り
巡らされ、船頭が船を操っている姿も見られる。船
が走らずとも、道端に水路や湧水のある風景が、そ
の地域を印象付ける場合も少なくない。近年では水
辺に商業施設の整備や再整備が行われ、地域との結
びつきの再検討などの動きも見られる。また、舟運
を、再度交通手段として用いる動きも見られる。

このように、水辺や河川等は、日常生活の場であ
り、河川管理と都市計画やまちづくりをともに考え
ることは、既に行われているといえる。一方で、新
たに水辺を含むまちづくりに取り組む際、或いは既
存の水辺を活用する際の要点は、ほとんど示されて
いない。本研究において、地域の魅力の一つとして

水辺や河川等を見直し、まちづくりの要素として考
え、水辺の整備や活用に関する具体的な取り組み方
や考え方を整理することは、新たな取り組みの促進
や、既存事例の継続に資すると考えられる。

以上の観点から、河川整備と都市計画やまちづく
りを共に検討するのであれば、新たに何らかの整備
を行うことで水辺のまちづくりに取り組んでいる
事例（類型Ａ）と、伝統的、文化的に使われている水
辺、或いは伝統的、文化的な利用を中心とした水辺

（類型Ｂ）を取り上げる必要があると考えた。今回
は、調査を行った類型Ａを７事例、類型Ｂの２事例

（表2）を紹介する。

３． 改めて、水辺に出てみようとする意思に支えら
れたまちづくり

大阪市では、かつての水辺の賑わいを取り戻すこ
とを目的とした水都大阪再生の取り組みが、平成
13年に内閣官房都市再生本部により都市再生プロ
ジェクトに指定された。同取り組みの中から、調査

No. 分類 具体例
1 商業 飲食店、物販、事務所等の整備と活用
2 運動、公園 水を利用したスポーツを行うための施設整備

と活用。散策や憩いの場としての整備と活用
3 教育 学習、体験施設等の整備と活用
4 その他（伝統

的な利用等）
舟運（船着き場整備）、生活用水としての利用
のための整備と活用

表 1　水辺の利用方法の分類

表 2 　紹介する事例と分類（紹介順）

まちづくりと水辺
国土交通省国土技術政策総合研究所　飛田　ちづる

※ 1 事業名称は、原則として公表資料に記載されているも
の、或いは施設名として記されているものとした。

※ 2 利用分類の番号は表 1 に準ずる。

令和6年度から、「かわまちづくり計画」に定める内
容に「安全な河川利用に向けた取組」が追加された。河
川管理者が行う支援（ソフト施策）に「河川利用者の安
全確保に向けた川の指導者の安全講習等の受講、啓発
活動等を支援」が追加されている。

こうした方針を踏まえ、安全な河川利用に向けた取
組に望まれることとして、特に以下の３点を挙げたい。
・ライフジャケットの着用推進に向けた工夫
・川の特性とリスクに関するわかりやすい周知
・安全管理のできる人材の配置等

（1）ライフジャケットの着用推進に向けた工夫
水面利用や水際でのイベント時に、参加者がライフ

ジャケットを着用することはもはや必須であるが、イ
ベント時に限らず、個人が自由使用の範囲で同様の活
動をする場合においても、より一層の意識づけが必要
となる。例えば、川のそばにある施設等でライフジャ
ケットが販売されたり、気軽にレンタルできる場を増
やしたりすることで、川を訪れる利用者に対するライ
フジャケット着用のハードルを下げることにつながる
と考える。

（2）川の特性とリスクに関するわかりやすい周知
流れがあり、そして深みが生じることが川の特性であ

るが、それはリスクともなる。そうした川の特性やその
リスクに関し、河川を訪れる利用者に対して、図10のよ
うにより分かりやすい表現方法で事前周知することも
また重要である。

（3）安全管理のできる人材の配置等
水面利用や水際でのイベントは、当然ながら主催し

ようとする側にも一定のリスクが生じる。一方、知識・
経験・装備などのリスクマネジメント力が高ければ高
いほど、それらリスクは相対的に下がり、参加者に対し
より安全な河川体験の機会を提供することができる。
主催者がそうしたリスクマネジメント力を高めようと
する場合には、安全管理のできる人材の配置とともに、
定期的な講習の場を設けることもまた重要となる（講
習のイメージを図11に示す）。

こうした安全な河川利用に向けた取組を促進するこ
とで、より一層の魅力ある河川空間を創出することが
でき、多くの人々が日常から水辺を意識することにつ
ながる。気候変動が進む中、時に災いもたらす河川は、
元来地域に自然の恵みや潤いをもたらす存在である。
河川利用の促進と安全管理を両輪で取り組むことで、
川とのより良い付き合い方について考える社会の構築
が進むことが期待される。
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図 9　流水に対応したライフジャケットの例
（各種ベルト等でフィットさせやすく脱げにくい）

図 11　安全管理に関する講習のイメージ
（写真提供：NPO 法人川に学ぶ体験活動協議会（RAC））

図 10　「かわまちてらす閖上」（宮城県名取市）に
おける水際でのリスクを知らせるサイン
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